














観点から検討している｡ まず, 開発投資を二つの企業が行い, 技術の体化のもと









今日, わが国においてはプロパテント, 知財立国などの議論が盛んになり, 特許権をはじめ
とした知的財産権が大きな注目を浴びている｡ 知的財産の形成プロセスは, () 研究開発によ
り発明を行い, () その発明で特許権を取得し, () その権利を活用して事業を行って収益を
上げ, () この収益を用いて新たな研究開発を行うことである｡ この知的創造サイクルが効率
的に進んでいくことが経済活動の順調な進展のために不可欠であろう｡
本稿では企業の研究開発活動＝知的財産の形成に注目し, その活動の特徴が第三者に立証で
きるものでなく, また, 本来, その企業, あるいはプロジェクトに固有の活動であるという点
に着目する｡ そうした特徴をもつ研究開発活動の効率的な水準はなにか, 企業間の取引のなか


















るということである｡ すなわち, 不完備契約としての研究開発活動と考えることによって, 知
的財産形成の効率的な組織デザインの構築の問題を考える必要がでてくる｡ 本稿はこうした観
点を検討していく｡
以下においては, まず, 最初に, 共同開発投資と特許申請に関する実務を検討することによっ







が, 内容は必ずしもはっきりしたものではない｡ こうして, すべての可能な項目の将来おこる
であろうケースを網羅し, それらが明確に記述したかたちにはなっていないという意味で現実
の契約は不完備な契約である｡
このような不完備契約の場合, 契約後, すなわち, 事後的に様々な問題を取引当事者は解決
しなければならない｡ すなわち, 事後的な再交渉が待っており, また, その場合には交渉結果

























にする｡ さて, 基礎研究, 実用化, 工業化のための研究開発, 技術改良などは, 自分だけでは
おこなえない場合に, 他の企業と共同で研究開発をすることがある｡ その際, 重要なことは役
割の分担, 費用負担, 開発期間, 第三者との関わり, 進捗状況の報告, そして権利の帰属を明
不完備契約, 共同研究開発, および特許権の経済分析
――















































. 乙は, 前条に基づいて, 乙が負担した研究開発については, 乙の費用の負担において
行う｡
第条 (研究開発期間)
























. 甲および乙は, 相手方の事前の書面による承諾を得た場合を除き, 共有に係る成果に
つき実施することはできない｡






この事例が示すように, 通常, 企業間の共同開発の契約では開発役割の分担, 費用分担を明





同などがそれである｡ 上記の事例は補完型であり, 一方が材料を提供し, 他方がそれを使って
制作し, 前者がその評価をするというものである｡ この事例からわかることは, まず, 両当事
者の役割分担を明らかにし, それを踏まえて費用分担をできるだけ明示することである｡ しか
し, すでに述べたように費用分担は容易ではない｡ 適正な材料を提供しているか, 適正な工作
































   
――
ら理解される｡ 特許の出願人は, 特許を受けようとする発明を明細書において詳細に説明しな
ければならない (特許法第条)｡ しかし, 明細書の記載からは, 出願人が特許を受けようと
する発明が必ずしも明らかにならないかもしれない｡ 出願人が特許を受けようとする発明が明
示されないと, 特許権の効力がどこまで及ぶかについて争いが生じやすく, 出願人つまり特許
権者にとっても, 第三者にとっても, 不利益である｡ そこで, 出願人が特許を受けようとする









例えば, 日本の特許法は, 明細書の発明の詳細な説明の記載は, ｢その発明の属する技術の
分野における通常の知識を有する者がその実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載
したもの｣ でなくてはならないとしている (特許法第条第項)｡ また, その記載が特定す
る発明について特許が与えられるべきか否かの審査が行われ, 特許を受けた発明の技術的範囲
がその記載に基づいて定められるが, その際, 明確性要件を満たさなければならない｡ すなわ
ち, 特許請求の範囲の記載は明確でなくてはならない, とする要件である｡ 曖昧な特許請求の



















以上のことを踏まえて, 企業間の共同開発のあり方を検討してみる｡ いま, つの企業 (あ
るいは大学と企業など)の技術開発協力を考える｡ 企業間で技術開発をおこなう際に, それぞ
れの企業の開発投資が行われる｡ 開発投資如何によって技術開発に成功するかもしれないし,





う点であるが, この点を検討するとき重要なことは, 開発投資の協力において, その開発投資
が必ずしも共同開発に伴う契約に正確に記述できない可能性が高いということである｡ すなわ






るか, また, 共同研究であるかは次節以降で検討する｡ つぎに, 第期につの企業 (以下で
は企業と企業と呼ぶ) の行使する開発投資水準を () で表すことにしよう｡ また,













とくに, 開発された技術がそのまま行使できれば, 実現する企業粗利潤は で表さ
れるものとする｡ ただ, 技術は当該企業の研究者に体化しているので, もし, 特許として確立
しなかった技術の場合, 技術の行使が協力されなければ, 限定的な技術水準の行使になってし
まうものと考える｡ その結果, 企業の粗利潤はとなるものとする｡ ここ
で, はの定数であり, 技術の体化度を表すものとする｡ ならば, 完全体化を








































































































補題 補完的な技術の場合, 技術の体化度が高いほど, 実用化における非協力での研究開発
は増加し, 代替的な技術の場合には, 技術の体化度が高いほど, 実用化における非協力での研
究開発は減少する｡
まず, つぎの不等式が成り立つ｡
これは, 補完的な場合には開発投資問題, の解の安定条件から得られ, また, 代替的な場

























はすでに述べたようにの確率で表す｡ ここで, はの減少関数である｡ は研
究者への技術体化の程度であり, したがって, 体化の程度が大きければ公開技術としては実施





約をする必要がある｡ これに対して, 特許がとれない場合には, 開発投資によって生み出され
た技術はまだ, 企業特殊的な内容となっており, 技術の実行において両企業が協力できなけれ














となる｡ これによって, 相手企業 の開発投資 に対する反応関数が求められ, これを


で表される｡ 同様にして企業の反応関数も求められ,  

で表すことに


























































また, このことと関連して, 契約のあと, 投資をおこなったのちに, 契約の再交渉を行うこ
とが生じる可能性がある｡ これはまず初期契約の効率性と別に事後の裁量があればその時点で
事後的効率性をもとめて再交渉の余地がでてくる｡ とくに, 統合の契約をすれば, 事後におい
て, 本節では特許権の獲得如何にによって, 統合からの離脱の脅威が生じる可能性がある｡ し
たがって, そのための再交渉を考慮してあらかじめ初期契約をしておく必要があることになる｡


















ここでは部分統合について検討する｡ まず, 統合のメリットはなんであろうか｡ それはいう
までもなく企業の利潤を獲得することができるということである｡ さらに, 被統合企業の資
産を確保できることである｡ ここで部分統合は, 資産は所有できないが, 生み出される利潤は
獲得できるという事である｡ 被統合企業がこの統合から逸脱＝離脱すれば, 資産が逃げ, 従っ
て, その部門の実用化が不可能になる｡ 但し, 開発技術が特許権の取得に成功すれば, その技














ある｡ まず, 交渉の威嚇点はそれぞれ, 
である｡ いま,




























が成り立つ必要がある｡ これから, この条件が成立する程に, あまり統合のコストが大きく
(が低く)なく, 技術の人的体化の程度が高い場合, 統合が可能となることがわかる｡
性質 部分統合が可能な条件は















































であらわされ, あまり統合のコストが大きく (が低く) なく, 技術の人的体化の程度が高い
場合, 部分統合が可能となることが示される｡
 完全統合と再交渉




まず, 特許権が獲得できた場合には, 完全統合のもとでは, 被統合企業が逸脱しても単に人
的資本による逸脱をしても, 資産のマネージメントに困ることはない｡ 従って, すべての事後
的な両部門の利益は取り上げることができ, 逆に被統合企業は残った人的資本でなにも得るも
のはない｡









































性質 関数の特定化のもとでは, 完全統合の場合, 統合企業にとって開発投資は相手の開発
投資に対して代替的となり, 被統合企業にとって開発投資は相手の開発投資に対して補完的と
なる｡
性質 完全統合は, 部分統合に比べ, 統合企業の開発投資をより大きく, 被統合企業の開発
投資を小さくする｡
図はこれらの性質を示している｡




























し, 被統合企業はより低い投資を実現することになる｡ しかし, このことは全体的にみて投資
の効率性を損なうかも知れない｡ これを克服するために, 特許獲得に対する報酬を被統合企業
に与えるという条件を付けることにより, 被統合企業の開発投資を増加させるインセンティブ
を与えられるであろう｡ すなわち, 特許権獲得は公開情報の発生ということになるので, それ
を契約における条件として被統合企業に適切な報酬を賦与するのである｡ そこで特許権の獲得




































































取り上げられているが, ここでは, 共同研究開発の観点からあらためて見直すことにする｡ た
だし, 話を簡単化するために開発投資によって実現した価値は一つの企業の価値として実現す
るものとする｡
まず, 第企業が契約をオファーし, 第企業がその契約を受け入れたら, 第企業は財の
価値を高めるための投資をする｡ つぎに第企業が同様な投資を行う｡ これらの投資は前と同
様に事前に立証不可能で, したがって, 契約のなかに書き込むことができないものとする｡ し
たがって, 第節で取り上げた事例のケースのように第企業はまず素材を提供する, ここで
は素材形成のための研究を投資をすることと考えることができる｡ この場合, もし, 第企業
がその財をある価格で買い手に売る契約をすれば, 第企業は投資を行う動機がない｡ 第企
業が投資をしないことは予想されれば, 第企業は効率的な投資をしないであろう｡ したがっ
て, 第企業がその財を購入する可能性が低くなる｡ このように, それぞれの投資が立証不可
能であれば, 投資の効率性は損なわれることになり, ダブルモラルハザードが発生する｡ そこ
で, まず, この逐次投資ゲームのファーストベストの投資水準を求めよう｡
ファーストベストの投資水準 いま, 第企業と第企業の投資水準をそれぞれ費用で測って
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その関係をで表そう｡ そこで, 第期においての財の販売価格に対して, その財を
購入し, の投資をすれば, 上の議論からオプションが行使されるので, 第企業の
利得はとなる｡ この場合, とするであろう｡ したがって, そのときの第
企業の利得はとなる｡ これに対して, の投資をすれば, オプション
は行使されないので, その時の第企業の利得はとなる｡




が成り立つ｡ したがって, この場合, 第企業はオプションを行使させるような投資を行う｡
そこで, 第期の第企業の販売価格, オプション価格を
とおけば二つの投資はファーストベストの水準になり, 第企業はすべての余剰を吸収するこ













と, 第企業と第企業との間での再交渉である｡ というのは, その時点で, 第企業はオプ
ションを行使する権利をもっているので, オプションを行使しない選択枝も持っている｡ そう
すれば, 第企業はその財についての価値しかもたないことになる｡ しかし, 第企
業がについて協調すれば, 財の価値は




である｡ そこで, 最初の契約におけるオプション価格に対して, ならば, 決められ
たオプション価格を破棄して, 交渉価格で第企業は買い戻すことになる｡ また, な




























































































































































[7] 関東経済産業局, 『特許・ノウハウに関する共同研究開発契約の手引き』 ((	
[9] 島田康男, ｢企業の研究開発への取組みと知財制度｣ ., 	98
((
[8] 後藤剛史, ｢特許制度か報奨金制度か－技術開発促進システムの経済分析－｣ 『法の経済分析』
(細江守紀, 太田勝造編), 勁草書房, ((	
[] 知的財産研究所 (編), 『世紀における知的財産の展望』, 雄松堂, (((	
[(] 長岡貞男, 後藤晃 (編), 『知的財産制度とイノベーション』 東京大学出版会, (()	
[] 永田晃也 (編), 『知的財産マネジメント>戦略と組織構造』 中央経済社, ((	


































































   
―"#―
